
特定秘密保護法の成立にあたっての会長談話 

 

 特定秘密保護法案の採決が、衆議院に続き、平成２５年１２月６日、参

議院でも十分な審議のないまま与党により強行され、特定秘密保護法が成

立した。  

 主権者たる国民が公共的な事柄に関する情報を得た上で、国政について

判断することは、国民主権の原理に基づく民主主義のもとで「知る権利」

として保障され、また、報道機関の取材活動の自由は、報道に不可欠の前

提であり、国民の「知る権利」に奉仕するものとして、憲法により保障さ

れている。  

今般成立した特定秘密保護法は、国民の知る権利や報道の自由の侵害す

る危険が高く、「特定秘密」の範囲が曖昧で行政機関による恣意的な拡大

解釈のおそれがあり、いたずらに曖昧かつ広範囲に重罰を適用するもので

あり、また、適性評価によるプライバシー侵害は避けられず、国民の自由

な表現行為を威圧し萎縮させる弊害が著しい。国際的な指針である「国家

安全保障と情報への権利に関する国際原則」（ツワネ原則）に照らしても、

およそ民主主義国家の法律とは思われないような内容のものである。  

また、国会における審議の過程で、参考人や公述人の多くが上記のよう

な問題点を指摘し、反対意見を述べたにもかかわらず、十分な検討を加え

ないまま、採決が強行された。手続的に見ても、特定秘密保護法の成立経

過は、民主的に行われたとは言い難い。  

当会は、特定秘密保護法の成立に抗議するとともに、同法の施行をひか

え、引き続き、その問題点を解消するための諸活動を行う決意である。  
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